



















A Quantitative Analysis of the Conservation of Regional Resources














































































































































集落 戸 戸 戸 ％ ％ ％
沖縄
1980年 710 215 61 154 28.3 71.7 5.0
1990年 709 299 53 246 17.8 82.2 7.9
2000年 728 405 37 369 9.1 90.9 15.5
2010年 745 455 28 426 6.2 93.8 26.7
2015年 750 467 26 441 5.6 94.4 29.4
全国
1980年 142,377 141 33 109 23.3 76.7 9.8
1990年 140,122 172 27 145 15.7 84.3 15.7
2000年 135,163 213 23 190 10.7 89.3 22.2
2010年 139,176 198 18 180 8.9 91.1 35.5


































































2010年 22.6 16.6 38.4 18.8 30.1
2015年 42.2 13.2 50.7 33.7 52.7
全国
2000年 40.8 38.0
2010年 34.6 19.0 56.6 43.6 73.1






































2000年 97.1 38.9 41.6 16.6 2.9
2010年 92.6 43.0 34.5 15.2 7.4
2015年 93.6 34.4 36.3 22.9 6.4
全国
2000年 98.4 58.1 33.8 6.5 1.6
2010年 92.5 53.8 28.0 10.8 7.5







係 る 事 項
農道・農業
用排水路・
た め 池 の
管 理




自 然 環 境
の 保 全
農 業 集 落
行 事 （ 祭
り・イベン
ト 等 ） の
計画・推進
農 業 集 落
内 の
福祉・厚生
再 生 可 能
エネルギー
へ の 取 組
沖縄
2000年 20.1 29.7 33.8 85.0 95.5 55.2
2010年 49.1 31.3 50.4 85.1 90.7 55.1
2015年 46.7 47.3 61.3 94.7 95.4 81.3 6.8
全国
2000年 64.7 73.4 33.0 74.0 87.9 46.3
2010年 63.7 71.4 63.0 77.3 82.9 49.6







































































固 有 値 0.274 0.161























































































































































































合計 603 100.0 -0.105 0.037
表７　集落寄り合い議題に関する数量化Ⅲ類
の分析結果











固 有 値 0.179 0.134












































































































無し １～４回 ５～８回 ９～12回 13～18回 19回以上
農 地 24.4 6.9 29.8 15.9 19.5 39.6 24.8
森 林 16.3 4.5 11.9 16.4 12.9 22.2 19.2
ため池・湖沼 39.1 0.0 39.5 38.0 41.2 45.1 42.9
河 川・ 水 路 20.0 0.0 12.3 14.1 18.2 40.0 18.9
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時点では全国平均を下回っており、全国平均
より遅れている。また集落の寄り合い活動は
全国平均より活発的である。農業生産環境の
寄り合いを開催した集落割合は2000年以降大
きく増加したものの、2015年時点で全国より
低くなっている。一方、生活環境の寄り合い
は全国より高く、沖縄の寄り合い活動は生活
環境を重視する傾向が示された。
　第二に、地域資源の保全状況に関する数量
化Ⅲ類分析の結果、「農林地の賦存－地域資
源の全般的保全」および「農林地の保全－水
利施設の賦存」を表す二つの軸が抽出された。
集落のスコアを用いてクラスター分析を行っ
た結果、三つのクラスター（類型）が析出さ
れた。類型Ａは平均的な特徴であり、集落数
が比較的多く全体の４割余りを占める。類型
Ｂは地域資源全般を比較的に保全している特
徴をもち、集落数は全体のおよそ３割を占め
る。類型Ｃは農地や森林を保全している特徴
をもち、集落数は全体の約３割を占めている。
また各類型の地域性として、本島南部と本島
中部は類型Ａおよび類型Ｃが比較的に多い。
本島北部は類型Ｂが過半数を占めている。本
島離島および八重山は類型Ａが比較的に多く
半数余りを占めている。大東諸島は類型Ｂが
ほとんどである。
　第三に、集落の寄り合い活動に関する数量
化Ⅲ類分析の結果、「農業用施設の管理」お
よび「福祉・厚生－農業生産事項」を表す二
つの軸が抽出された。集落のスコアを用いて
クラスター分析を行った結果、５つのクラス
ター（類型）が析出された。類型Ⅰは平均的
な特徴であり、集落数は全体の３割余りを占
める。類型Ⅱは農業施設の管理に関する寄り
合い傾向が強い特徴をもち、集落数は類型Ⅰ
と同様に全体の３割余りを占める。類型Ⅲは
農業生産事項に関する寄り合い傾向が強い特
徴をもち、集落数は少なく全体の約１割を占
める。類型Ⅳは福祉・厚生に関する寄り合い
傾向が強い特徴をもち、集落数は全体の２割
余りを占める。類型Ⅴは寄り合いが専ら農業
施設の管理である特徴をもち、集落数は最も
少なく全体の１％に過ぎない。各類型の地域
性として、大東諸島は全ての集落が類型Ⅱで
ある。それ以外の地域は、類型Ⅰが比較的多
く３～４割を占めているが、本島南部は類型
Ⅱおよび類型Ⅳ、本島中部は類型Ⅳ、本島北
部、本島離島および宮古は類型Ⅱが最も多く
半数近くを占めている。八重山は類型Ⅱが比
較的に多い。
　第四に、地域資源の保全は集落の寄り合い
活動回数と密接に関係しており、寄り合いが
活発な集落ほど地域資源を保全している。ま
た寄り合いが最も活発な集落の総農家数規模
は30～49戸である。
　このように、地域資源の保全は集落活動の
活発化と密接に関わっている。集落活動にお
いて、沖縄は全国平均と比べて、生活環境を
重視する傾向が強くみられ、これには沖縄の
集落規模や非農家数などが全国平均より多い
ことが背景にあると考えられる。地域資源の
保全においては、2010年以降大きく進展した
が、現状では全国平均より遅れており、地域
資源保全に関する取り組みをさらに進める余
地がある。また集落活動の活性化は集落の農
家数規模と密接に関係している。全国では農
家数10戸未満の集落が半数近く占め、沖縄は
まだ低い方であるが、農家数の減少傾向が続
いている中で、地域資源の保全には集落の農
家数規模の維持、非農家が参加しやすい集落
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活動の展開が求められよう。
　本稿では、2010年世界農林業センサス農業
集落カードを用いて、集落レベルにおける地
域資源および集落活動の類型的特徴を明らか
にした。今後、2015年世界農林業センサス農
業集落カードが公表されるとみられ、それを
用いて沖縄における地域資源保全や集落活動
に関する追跡的な分析が今後の課題である。
また農業集落カードデータから示された地域
資源保全や集落活動の類型的特徴を踏まえ、
沖縄県内における赤土等流出問題が比較的顕
著な地域を対象に集落活動の活性化と赤土等
流出防止対策の地域的取り組み状況との関連
性などに関する実態調査研究が今後の課題と
して残される。
【註】
（１） 本稿のクラスター分析ではWard法を用
いた。
（２） 2010年農業集落カードでは、集落の寄り
合いは、原則として地域社会または地域
の農業生産に関わる事項について、農業
集落の人達が協議を行うため開く会合を
いう。農業集落の全世帯を対象とした会
合あるいは農業集落内の全農家を対象と
した会合は行われていなくても、農業集
落内の各班における代表者、役員が集
まって行われている会合についても、地
域社会または地域の農業生産に関わる事
項について意思決定がなされているもの
であれば寄り合いとみなす。ただし、婦
人会、子供会、青年団、4Hクラブ等のサー
クル活動的なものは除く。
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